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第１章 総則 

（趣旨） 

第１条 この訓令は、労働安全衛生法（昭和４７年法律第５７号。以下「法」という。）

及びこれに基づく命令に規定するもののほか、職員の安全及び衛生に関し、必要な

事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この訓令において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるとこ

ろによる。 

(1) 管理者 埼玉西部環境保全組合規約（昭和４６年指令地第１１４４号。以下「規

約」という。）第９条に規定する管理者をいう。 

(2) 事務局長 埼玉西部環境保全組合事務局長をいう。 

(3) 職員 埼玉西部環境保全組合に勤務する職員をいう。 

（事務局長の責務） 

第３条 事務局長は、快適な職場環境の実現を通じて、職員の安全と健康を確保する

よう努めなければならない。 

（職員の責務） 

第４条 職員は、事務局長及び次章の規定により置かれる安全管理者等が、法令及び

この訓令に基づいて講じる安全及び健康の確保並びに快適な職場環境の形成のため

の措置に、誠実に従わなければならない。 

第２章 安全衛生管理体制 

（安全管理者） 



第５条 法第１１条第１項の規定に基づき、管理者は事業場に属する職員のうちから

安全管理者を選任する。 

２ 安全管理者は、法第１０条第１項各号に掲げる業務のうち安全に係る技術的事項

を管理する。 

（衛生管理者） 

第６条 法第１２条第１項の規定に基づき、管理者は事業場に属する職員のうちから

衛生管理者を選任する。 

２ 衛生管理者は、法第１０条第１項各号に掲げる業務のうち衛生に係る技術的事項

を管理する。 

（安全衛生推進者） 

第７条 法第１２条の２の規定に基づき、管理者は事業場に属する職員のうちから安

全衛生推進者を選任する。 

２ 安全衛生推進者は、法第１０条第１項各号に掲げる業務を担当する。 

（産業医） 

第８条 法第１３条の規定に基づき、職員の健康管理等を行うのに必要な医学に関す

る知識を有する医師のうちから産業医を選任する。 

２ 産業医は、法第１３条第３項並びに労働安全衛生規則（昭和４７年労働省令第３

２号。以下「省令」という。）第１４条第１項及び第３項に規定する職務を行う。 

（作業主任者） 

第９条 法第１４条の規定に基づき、職員のうちから作業主任者を選任する。 

２ 作業主任者は、法第１４条に規定する事項を行う。 

（安全衛生委員会の設置） 

第１０条 法第１９条第１項の規定により、安全衛生委員会（以下「委員会」という。）

を置く。 

（委員会の組織） 

第１１条 委員会は委員７人をもって組織する。 

２ 委員会は、次に掲げる者をもって構成する。 

(1) 事務局長 



(2) 安全管理者及び衛生管理者のうちから管理者が指名した者 

(3) 産業医 

(4) 安全に関し経験を有する職員のうちから管理者が指名した者 

(5) 衛生に関し経験を有する職員のうちから管理者が指名した者 

３ 前項第１号以外の委員の半数については、職員の過半数を代表する者の推薦に基

づき指名するものとする。 

４ 第２項第２号から第５号までに規定する委員の任期は２年とする。ただし、補欠

の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

５ 第２項第２号から第５号までに規定する委員は、これを再任することができる。 

（委員会の職務） 

第１２条 委員会は、法第１７条第１項各号及び第１８条第１項各号に掲げる事項に

ついて調査審議し、管理者に意見を述べるものとする。 

（委員会の委員長） 

第１３条 委員会に委員長を置き、事務局長をもって充てる。 

（委員会の会議） 

第１４条 委員会の会議は、毎月１回以上開催するものとする。 

２ 委員会は、委員長が招集し、委員長は会議の議長となる。 

３ 委員会は、委員の過半数の出席がなければこれを開くことができない。 

（委員会の運営） 

第１５条 この規程に定めるもののほか、委員会の運営について必要な事項は、委員

会が定める。 

第３章 健康管理 

（健康診断の種類等） 

第１６条 職員の健康を確保するため、次に掲げる健康診断を実施する。 

(1) 採用時健康診断 

(2) 定期健康診断 

２ 前項の健康診断の対象職員、項目及び回数又は時期は、別表第１に掲げるとおり

とする。 



３ 前２項に規定するもののほか必要があると認めるときは、特別の健康診断を実施

するものとする。 

（健康診断の受診義務） 

第１７条 職員は、指定された期日及び場所において、健康診断を受けなければなら

ない。 

２ 前項の規定による健康診断を受けなかった者は、医師の健康診断を受け、その結

果を証明する書面を事務局長に提出しなければならない。 

３ 事務局長は、職員が指定された期日及び場所において、健康診断を受診できるよ

う配慮しなければならない。 

（健康診断の結果の通知） 

第１８条 事務局長は、健康診断を実施した結果を健康診断を受けた職員に通知しな

ければならない。 

（健康診断個人票） 

第１９条 事務局長は、健康診断の結果に基づき、労働安全衛生規則第５１条に規定

する健康診断個人票を作成し、及び保管するとともに、職員の健康管理のため有効

に活用しなければならない。 

（指導区分の決定等） 

第２０条 健康診断を行った結果、健康に異常又は異常を生じるおそれがあると認め

た職員については、産業医又は他の医師の意見を聴き、別表第５の指導区分の欄に

掲げる区分に応じて指導区分の決定を行う。 

２ 前項の規定による指導区分の決定を行った場合において、必要があると認めると

きは、同項の医師の意見を聴き、当該指導区分を変更することができる。 

（事後措置） 

第２１条 前条の規定により指導区分の決定又は変更を行った職員については、その

指導区分に応じ、別表第５の事後処置の基準の欄に掲げる基準に従い適切な事後措

置をとるとともに、当該職員に当該事後措置の内容を通知する。 

第４章 雑則 

（秘密の保持） 



第２２条 職員の健康管理の業務に携わる者は、職務上知り得た個人の情報を他に漏

らしてはならない。その職務を離れた後においても、同様とする。 

（委任） 

第２３条 この訓令に定めるもののほか、職員の安全衛生管理について必要な事項は、

別に定める。 

附 則 

この訓令は、平成７年１月１日から施行する。 

附 則（平成８年１２月１２日訓令第３号） 

この訓令は、公布の日から施行する。 

附 則（平成１０年１０月２２日訓令第２号） 

この訓令は、平成１１年１月１日から施行する。 

附 則（平成１２年３月２４日訓令第４号） 

この訓令は、公布の日から施行し、平成１２年４月１日から適用する。 

附 則（平成１３年９月２６日訓令第４号） 

この訓令は、公布の日から施行し、平成１３年１０月１日から適用する。 

附 則（平成２０年１月１８日訓令第１号） 

この訓令は、平成２０年４月１日から施行する。 

附 則（平成２３年３月３日訓令第１号） 

この訓令は、平成２３年４月１日から施行する。 

別表第１（第１６条関係） 

種類 
対象

職員 
項目 

回数又

は時期 

採用

時健

康診

断 

新規

採用

職員 

１ 既往歴及び業務歴の調査 採用時

１回 ２ 自覚症状及び他覚症状の有無の検査 

３ 身長、体重、腹囲、視力及び聴力（１,０００ヘルツ及び４,

０００ヘルツの音に係る聴力をいう。）の検査 

４ 胸部エックス線検査 



５ 血圧の測定 

６ 貧血検査 

７ 肝機能検査 

８ 血中脂質検査 

９ 血糖検査 

１０ 尿検査 

１１ 心電図検査 

定期

健康

診断 

全職

員 

１ 既往歴及び業務歴の調査 年１回 

２ 自覚症状及び他覚症状の有無の検査 

３ 身長、体重、腹囲、視力及び聴力（１,０００ヘルツ及び４,

０００ヘルツの音に係る聴力をいう。）の検査 

４ 胸部エックス線検査及び喀痰検査 

５ 血圧の測定 

６ 貧血検査 

７ 肝機能検査 

８ 血中脂質検査 

９ 血糖検査 

１０ 尿検査 

１１ 心電図検査 

備考  

１ 貧血検査、肝機能検査、血中脂質検査及び尿検査とは、省令第４３条第１項

第６号、第７号、第８号及び第１０号の検査をいう。 

２ 採用時健康診断については、採用前３月以内に医師による健康診断を受け、

その結果を証明する書面を提出したときは、当該健康診断の項目に相当する項

目について省略することができる。 

３ 定期健康診断については、省令第１３条第１項第２号に掲げる業務に従事す



る職員については、４の検査を除き６月以内ごとに１回行う。 

４ 定期健康診断に係る３、４、６から９及び１１の項目については、省令第４

４条第２項の規定により、省略することができる。 

５ 定期健康診断に係る聴力の検査は、省令第４４条第４項及び第４５条第４項

の規定により、医師が適当と認める聴力（１,０００ヘルツ又は４,０００ヘル

ツの音に係る聴力を除く。）の検査をもって代えることができる。 

別表第５（第２０条、第２１条関係） 

指導区分 
事後措置の基準 

区分 内容 

勤

務

規

制

の

面 

A 勤務を休む必

要のあるもの 

 休暇（日単位のものに限る。）又は休職の方法により、療養

のため必要な期間勤務をさせない。 

B 勤務に制限を

加える必要の

あるもの 

 職務の変更、勤務場所の変更、休暇（日単位のものを除

く。）等の方法により勤務を軽減し、かつ、深夜勤務（午後１

０時から翌日の午前５時までの間における勤務をいう。以下同

じ）、時間外勤務（正規の勤務時間以外の時間における勤務

で、深夜勤務以外のものをいう。以下同じ。）及び出張をさせ

ない。 

C 勤務をほぼ平

常に行ってよ

いもの 

 深夜勤務、時間外勤務及び出張を制限する。 

D 平常の勤務で

よいもの 

  

医

療

の

面 

１ 医師による直

接の医療行為

を必要とする

もの 

 医療機関のあっせん等により適正な治療を受けさせるように

する。 



２ 定期的に医師

の観察指導を

必要とするも

の 

 経過観察をするための検査及び発病、再発防止のため必要な

指導を行う。 

３ 医師による直

接又は間接の

医療行為を必

要としないも

の 

  

 


